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産休・育休で弁護士登録を取り消し、その後業務に復帰・再登録し法律事務所を開設
した方など、一定の要件を満たした会員に対して、支援金を支給する制度を設けてい
ます。登録を取り消さず産休育休期間の一般会費免除を受けた方も利用できます。
詳細は、会員サービスサイトの「届出・手続き各種証明等」のページをご覧ください。

「早期独立・産休・育休明け
弁護士等に関する

経済的支援制度」の案内

①�弁護士業務と育児の両立のために工夫したこと
• �夫婦どちらもが1人で一通りの子どもの面倒を
みられるようにしました。
• ��スケジュール管理アプリを使うなどして夫とス
ケジュールを共有し、保育園のお迎えは平等（2
週間10営業日で5日ずつ）に行い、執務時間を
確保できるようにしました。

②�出産又は育児休業から業務に復帰する際に工夫
したこと
• ��産休前に、基本的に全ての事件を1人体制から
複数人体制とするか、別の弁護士へ担当替えを
お願いし、裁判等に影響が出ないように努めま
した。

③子育てに従事する弁護士へのメッセージ
• �弁護士は、子育てについて制度が整備されてい
ないことが多いので、職場や配偶者・親族との
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夫婦で分担して楽しく子育て
女性会員（66期）

人間関係が非常に重要になると日々感じていま
す。子どもを保育園に預けられたとしても体調
不良で度々突然休まざるを得ないことも多いの
で、職場や家族とコミュニケーションをしっか
り取り、頼れるところは迷わず頼り、無理をし
すぎないで笑顔で子育てをしてほしいと思いま
す。

④�子育てに従事する弁護士を雇用する弁護士又は
弁護士法人へのメッセージ
• ��私は大学で学生に講義をする機会があるのです
が、男女どちらとも子育てと仕事の両立につい
ての関心が非常に高いと感じています。今後、
弁護士業界に優秀な人材を集めるためには、男
女どちらにとっても子育てを無理なく楽しく
行っていけるという発信が重要であり、そのよ
うな発信ができるよう業界全体で工夫していけ
ると良いと思います。�
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